
○沖縄市既存建築物耐震改修認定等事務取扱要領 

(平成 27年 4月 1日決裁) 
 

(目的) 

第 1条 この要領は、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成７年法律第１２３号。

以下「法」という。)に規定する計画の認定等に関する手続き、事務処理方針を定め、

事務を円滑に進めることを目的とする。また、法に基づく諸手続きについては、建築

物の耐震改修の促進に関する法律施行規則(平成７年建設省令第２８号。以下「省令」

という。)に定めるもののほか、沖縄市既存建築物耐震改修促進要綱(以下「要綱」とい

う。)及びこの要領に定めるところによるものとする。 

(安全性に関する報告及び指示) 

第 2条 法第１５条第２項及び建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令(平成７年政

令第４２９号。以下「政令」という。)第８条に規定する特定既存耐震不適格建築物に

ついて、法第１５条第４項の規定による報告を求める場合は、特定既存耐震不適格建

築物報告請求書(様式第１号)により行うものとする。 

2 法第１５条第４項の規定による報告は、特定既存耐震不適格建築物報告書(様式第２

号)に必要な書類及び図面を添付して市長に行うものとする。 

3 法第１５条第２項の規定による指示は、特定既存耐震不適格建築物指示書(様式第３

号)により行うものとする。 

(事前協議) 

第 3条 法第１７条第１項の規定に基づき計画の認定を申請する者(以下「申請者」とい

う。)は、あらかじめ、その計画の協議を行うものとする。 

2 前項の規定により協議をしようとする者は、耐震改修計画認定事前協議書(様式第４

号)に次に掲げる図書を添えて、市長に提出するものとする。 

(1) 認定申請書の写し 

(2) 法第１７条第２項に掲げる事項を記載した図書 

(3) 省令第２８条に掲げる様式及び図書 

(4) その他市長が必要と認めるもの 

3 前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由があると認めるときは、前項に掲げる書

類の全部若しくは一部を省略し、又は変更することができる。 

(評価機関の判定等) 

第 4条 計画の認定を円滑に進めるため、申請者は、認定申請書の提出に先立ち、当該計

画に係る耐震性能について、要綱第２条第２項に規定される評価機関においてあらか

じめ判定を受け、耐震改修事業の内容が法第１７条第３項第１号の規定による耐震関

係規定又は国土交通大臣が定める基準に適合している旨を証する書面(以下「耐震判定

書」という。)の交付を受けるものとする。 



2 前項の評価機関は、次に掲げる機関とする。 

(1) 既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会に登録する耐震判定委

員会 

(2) その他前号と同等であると市長が認める機関 

(認定申請) 

第 5条 申請者は、法第１７条第１項の規定により認定申請書を行うときは、省令第２８

条に定める認定に係る申請書及び添付図書に、次の各号に掲げる図書等を添えて、そ

の正本１部及び副本１部を作成し、市長に提出するものとする。 

(1) 建築士免許証の写し 

(2) 耐震診断技術者登録証の写し 

(3) 第４条第１項に規定する耐震判定書 

(4) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書等 

2 前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由があると認めるときは、前項に掲げる書

類の全部若しくは一部を省略し、又は変更することができる。 

(消防長の同意等) 

第 6条 法第１７条第３項第４号に規定する耐火建築物に係る制限の緩和に関し、消防長

の意見を求める場合、及び同条第５項の規定による消防長の同意等を求める場合には、

耐震改修計画に関する消防同意を求める通知書(様式第５号)により行うものとする。 

2 消防長の同意は、耐震改修計画に関する消防同意書(様式第６号)により行うものとす

る。 

(建築主事の同意等) 

第 7条 法第１７条第４項(法第１８条第２項において準用する場合を含む。)の規定によ

る建築主事の同意を求める場合には、耐震改修計画に関する建築主事同意を求める通

知書(様式第７号)により行うものとする。 

2 建築主事の同意は、建築主事同意書(様式第８号)により行うものとする。 

3 法第１７条第１０項(法第１８条第２項において準用する場合を含む。)の規定による

建築主事への通知は、計画認定通知書(様式第９号)により行うものとする。 

(計画等の変更) 

第 8条 法第１７条第３項の規定により認定を受けた者(以下「認定事業者」という。)は、

当該計画を変更しようとする場合には、あらかじめ、耐震改修計画変更認定事前協議

書(様式第１０号)により協議するものとする。 

2 法第１７条第３項の規定により認定された建築物(以下「計画認定建築物」という。)

の耐震改修工事が終了する前に認定事業者に変更があった際には、名義変更届(様式第

１１号)を市長に届け出るものとする。 

3 省令第３２条の規定による軽微な変更に該当する際には、軽微変更届(様式第１２号)

を市長に届け出るものとする。 



4 法第１８条第１項の規定による認定の申請は、変更認定申請書(様式第１３号)に、当

該申請に係わる認定通知書及び変更部分を示す図書を添付するものとする。 

5 法第１８条第１項の規定による認定をしたときは、変更認定通知書(様式第１４号)に

より通知するものとする。 

(認定できない旨の通知) 

第 9条 市長は、申請のあった計画(計画の変更を含む。)を認定しないことを決定したと

きは、認定できない旨の通知(様式第１５号)を申請者に通知するものとする。 

(状況報告の徴収) 

第 10条 法第１９条の規定による計画認定建築物の耐震改修の状況についての報告の徴

収は、計画認定建築物の耐震改修状況報告請求書(様式第１６号)により行うものとする。 

2 前項により報告を求められた者は、計画認定建築物の耐震改修状況報告書(様式第１７

号)に必要な書類及び図面を添付して市長に報告するものとする。 

(改善命令) 

第 11条 法第２０条の規定による改善命令は、計画認定建築物改善命令書(様式第１８

号)により行うものとする。 

(計画の認定の取消し) 

第 12条 法第２１条の規定による計画の認定の取消しは、認定取消通知書(様式第１９

号)により行うものとする。 

(認定申請の取下げ) 

第 13条 申請者が計画の認定を受ける前に当該認定の申請を取下げようとする場合は、

認定申請取下げ届(様式第２０号)を市長に提出するものとする。 

(工事の取りやめ) 

第 14条 認定事業者が認定を受けた建築物の工事を取りやめようとする場合は、工事取

りやめ届(様式第２１号)及び認定通知書を市長に提出するものとする。 

(着手届及び完了報告) 

第 15条 認定事業者は、計画認定建築物の耐震改修工事に着手した際には、工事着手届

(様式第２２号)に改修工事の工程表を添付し、市長に提出するものとする。 

2 認定事業者は、計画認定建築物の工事が完了した場合は、工事完了報告書(様式第２３

号)を市長に提出するものとする。 

3 前項の規定は、耐震改修計画の認定が建築基準法第６条第１項、又は同法第１８条の

規定に該当するものについては、同法第７条、又は同法第１８条が適用されるものと

する。ただし、検査済証には耐震改修計画の認定によるものである旨、存続する既存

不適格事項及び耐火建築物に係る制限の緩和の内容を明記するものとする。 

4 市長は、第２項に規定する工事完了報告書の提出を受けたときは、計画認定建築物の

工事が認定を受けた計画に従って行われているかどうかを確認し適切である場合又は

前項の規定により、検査済証の交付を受けている場合は、工事完了確認通知書(様式第



２４号)によりその旨を通知するものとする。適切でないと認める場合は、認定事業者

に対し、その改善に必要な措置をとるよう求めるものとする。 

(台帳整備) 

第 16条 事務処理の経過について、計画認定台帳(様式２５号)に記載し、保存するもの

とする。 

附 則 

この要領は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

様式第１号(第２条関係) 

特定既存耐震不適格建築物報告請求書 

[別紙参照] 

様式第２号(第２条関係) 

特定既存耐震不適格建築物報告書 

[別紙参照] 

様式第３号(第２条関係) 

特定既存耐震不適格建築物指示書 

[別紙参照] 

様式第４号(第３条関係) 

耐震改修計画認定事前協議書 

[別紙参照] 

様式第５号(第６条関係) 

耐震改修計画に関する消防同意を求める通知書 

[別紙参照] 

様式第６号(第６条関係) 

耐震改修計画に関する消防同意書 

[別紙参照] 

様式第７号(第７条関係) 



耐震改修計画に関する建築主事同意を求める通知書 

[別紙参照] 

様式第８号(第７条関係) 

建築主事同意書 

[別紙参照] 

様式第９号(第７条関係) 

計画認定通知書 

[別紙参照] 

様式第１０号(第８条関係) 

耐震改修計画変更認定事前協議書 

[別紙参照] 

様式第１１号(第８条関係) 

名義変更届 

[別紙参照] 

様式第１２号(第８条関係) 

軽微変更届 

[別紙参照] 

様式第１３号(第８条関係) 

変更認定申請書 

[別紙参照] 

様式第１４号(第８条関係) 

変更認定通知書 

[別紙参照] 

様式第１５(第９条関係) 



認定できない旨の通知 

[別紙参照] 

様式第１６号(第１０条関係) 

認定建築物の耐震改修状況報告請求書 

[別紙参照] 

様式第１７号(第１０条関係) 

認定建築物の耐震改修状況報告書 

[別紙参照] 

様式第１８号(第１１条関係) 

認定建築物改善命令書 

[別紙参照] 

様式第１９号(第１２条関係) 

認定取消通知書 

[別紙参照] 

様式第２０号(第１３条関係) 

認定申請取下げ届 

[別紙参照] 

様式第２１号(第１４条関係) 

工事取りやめ届 

[別紙参照] 

様式第２２号(第１５条関係) 

工事着手届 

[別紙参照] 

様式第２３号(第１５条関係) 



工事完了報告書 

[別紙参照] 

様式第２４号(第１５条関係) 

工事完了確認通知書 

[別紙参照] 

様式第２５号(第１６条関係) 

計画認定台帳 

[別紙参照] 


